
○行政機関の保有する情報の公開に関する法律  

（平成十一年五月十四日）  

（法律第四十二号）  

（定義）  

第二条  この法律において「行政機関」とは、次に掲げる機関をいう。  

一  法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所

轄の下に置かれる機関  

二  内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十

九条第一項及び第二項に規定する機関（これらの機関のうち第四号の政令で定

める機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除く。）  

三  国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号） 第三条第二項に規定する

機関（第五号の政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定め

る機関を除く。）  

四  内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法（昭和二十二年法

律第七十号）第十六条第二項の機関並びに内閣府設置法第四十条及び第五十六

条（宮内庁法第十八条第一項において準用する場合を含む。）の特別の機関で、

政令で定めるもの  

五  国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の三の特別の機関

で、政令で定めるもの  

六  会計検査院  

２  この法律において「行政文書」とは、行政機関の職員が職務上作成し、又は

取得した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）

であって、当該行政機関の職員が組織的に用いるものとして、当該行政機関が

保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。  

一  官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目

的として発行されるもの  

二  公文書等の管理に関する法律（平成二十一年法律第六十六号）第二条第七

項に規定する特定歴史公文書等  

三  政令で定める研究所その他の施設において、政令で定めるところにより、



歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別の管理がされ

ているもの（前号に掲げるものを除く。）  

（平一一法一六〇・平二一法六六・一部改正）  

（開示請求の手続）  

第四条  前条の規定による開示の請求（以下「開示請求」という。）は、次に掲

げる事項を記載した書面（以下「開示請求書」という。）を行政機関の長に提

出してしなければならない。  

一  開示請求をする者の氏名又は名称及び住所又は居所並びに法人その他の団

体にあっては代表者の氏名  

二  行政文書の名称その他の開示請求に係る行政文書を特定するに足りる事項  

２  行政機関の長は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請

求をした者（以下「開示請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、そ

の補正を求めることができる。この場合において、行政機関の長は、開示請求

者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならない。  

（開示決定等の期限）  

第十条  前条各項の決定（以下「開示決定等」という。）は、開示請求があった

日から三十日以内にしなければならない。ただし、第四条第二項の規定により

補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しな

い。  

２  前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、事務処理上の困難その他正当な

理由があるときは、同項に規定する期間を三十日以内に限り延長することがで

きる。この場合において、行政機関の長は、開示請求者に対し、遅滞なく、延

長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。  

（開示の実施）  

第十四条  行政文書の開示は、文書又は図画については閲覧又は写しの交付によ

り、電磁的記録についてはその種別、情報化の進展状況等を勘案して政令で定

める方法により行う。ただし、閲覧の方法による行政 文書の開示にあっては、

行政機関の長は、当該行政文書の保存に支障を生ずるおそれがあると認めると

きその他正当な理由があるときは、その写しにより、これを行うことができる。  

２  開示決定に基づき行政文書の開示を受ける者は、政令で定めるところにより、



当該開示決定をした行政機関の長に対し、その求める開示の実施の方法その他

の政令で定める事項を申し出なければならない。  

３  前項の規定による申出は、第九条第一項に規定する通知があった日から三十

日以内にしなければならない。ただし、当該期間内に当該申出をすることがで

きないことにつき正当な理由があるときは、この限りでない。  

４  開示決定に基づき行政文書の開示を受けた者は、最初に開示を受けた日から

三十日以内に限り、行政機関の長に対し、更に開示を受ける旨を申し出ること

ができる。この場合においては、前項ただし書の規定を準用する。  

 


